
 

 

 

２ 県内総生産（生産） 

 

         名目 ３兆６，０２５億円   増加率 △３．２％ 

実質 ３兆５，２０６億円   増加率 △４．０％ 

 

令和２年度の名目県内総生産は、３兆 6,025 億円（前年度比 3.2％減）となった。 

産業別に経済活動の動きをみると、第１次産業の総生産は、全ての産業（農業、林業及び水

産業）で減少し、全体では 1,799 億円（同 1.4％減）と２年ぶりの減少となった。 

第２次産業は、大きなウエイトを占める製造業（同 10.0％増）が増加し、全体では 8,970

億円（同 4.7％増）と２年ぶりの増加となった。 

第３次産業は、情報通信業（同 2.1％増）等が増加したものの、宿泊・飲食サービス業（同

41.2％減）や運輸・郵便業（同 17.9％減）等が減少し、全体では２兆 5,075 億円（同 5.7%減）

と３年連続の減少となった。 

 

図表－４  県内総生産（名目）の推移 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

第１次産業 169,919 182,478 179,927 -9.7        7.4         -1.4        4.5 4.9 5.0 -0.5        0.3         -0.1        

農業 130,684 144,269 143,042 -11.9      10.4        -0.9        3.5 3.9 4.0 -0.5        0.4         -0.0        

林業 16,713 16,673 15,575 1.5         -0.2        -6.6        0.4 0.4 0.4 0.0         -0.0        -0.0        

水産業 22,522 21,536 21,310 -3.4        -4.4        -1.0        0.6 0.6 0.6 -0.0        -0.0        -0.0        

第２次産業 920,944 856,767 897,024 5.9         -7.0        4.7         24.4 23.0 24.9 1.4         -1.7        1.1         

鉱業 1,601 1,528 1,460 -4.8        -4.6        -4.4        0.0 0.0 0.0 -0.0        -0.0        -0.0        

製造業 667,424 620,996 682,988 3.1         -7.0        10.0        17.7 16.7 19.0 0.5         -1.2        1.7         

食料品 190,024 174,567 169,884 3.4         -8.1        -2.7        5.0 4.7 4.7 0.2         -0.4        -0.1        

繊維 50,408 41,779 33,171 21.0        -17.1      -20.6      1.3 1.1 0.9 0.2         -0.2        -0.2        

パルプ・紙・紙加工品 11,959 13,214 10,543 -12.3      10.5        -20.2      0.3 0.4 0.3 -0.0        0.0         -0.1        

化学 74,708 55,959 52,794 6.5         -25.1      -5.7        2.0 1.5 1.5 0.1         -0.5        -0.1        

石油・石炭製品 2,481 1,982 1,753 18.3        -20.1      -11.6      0.1 0.1 0.0 0.0         -0.0        -0.0        

窯業・土石製品 17,157 16,022 20,434 -0.9        -6.6        27.5        0.5 0.4 0.6 -0.0        -0.0        0.1         

一次金属 8,028 8,789 8,170 -0.9        9.5         -7.0        0.2 0.2 0.2 -0.0        0.0         -0.0        

金属製品 17,349 16,854 15,328 -2.1        -2.9        -9.1        0.5 0.5 0.4 -0.0        -0.0        -0.0        

はん用・生産用・
業務用機械

52,329 54,342 55,819 10.6        3.8         2.7         1.4 1.5 1.5 0.1         0.1         0.0         

電子部品・デバイス 82,757 73,196 76,783 5.7         -11.6      4.9         2.2 2.0 2.1 0.1         -0.3        0.1         

電気機械 15,696 17,027 23,987 -33.7      8.5         40.9        0.4 0.5 0.7 -0.2        0.0         0.2         

情報・通信機器 -1,980 2,826 44,130 -290.4    242.7      1,461.5    -0.1 0.1 1.2 -0.0        0.1         1.1         

輸送用機械 24,108 24,370 35,541 16.0        1.1         45.8        0.6 0.7 1.0 0.1         0.0         0.3         

印刷業 8,060 7,898 7,610 -0.5        -2.0        -3.7        0.2 0.2 0.2 -0.0        -0.0        -0.0        

その他の製造業 114,339 112,170 127,041 -0.9        -1.9        13.3        3.0 3.0 3.5 -0.0        -0.1        0.4         

建設業 251,920 234,243 212,576 14.3        -7.0        -9.2        6.7 6.3 5.9 0.8         -0.5        -0.6        

第３次産業 2,662,923 2,659,394 2,507,510 -1.5        -0.1        -5.7        70.4 71.5 69.6 -1.1        -0.1        -4.1        

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

118,470 118,631 109,771 2.3         0.1         -7.5        3.1 3.2 3.0 0.1         0.0         -0.2        

卸売・小売業 433,017 422,539 393,952 -1.0        -2.4        -6.8        11.5 11.4 10.9 -0.1        -0.3        -0.8        

運輸・郵便業 184,758 190,647 156,535 2.1         3.2         -17.9      4.9 5.1 4.3 0.1         0.2         -0.9        

宿泊・飲食サービス業 108,145 96,285 56,657 -3.1        -11.0      -41.2      2.9 2.6 1.6 -0.1        -0.3        -1.1        

情報通信業 115,291 110,158 112,422 -0.1        -4.5        2.1         3.0 3.0 3.1 -0.0        -0.1        0.1         

金融・保険業 116,663 126,139 112,715 -3.6        8.1         -10.6      3.1 3.4 3.1 -0.1        0.3         -0.4        

不動産業 330,757 330,616 331,129 -3.2        -0.0        0.2         8.7 8.9 9.2 -0.3        -0.0        0.0         

専門・科学技術・
業務支援サービス業

218,616 213,418 206,123 -0.6        -2.4        -3.4        5.8 5.7 5.7 -0.0        -0.1        -0.2        

公務 265,511 273,603 275,972 -6.3        3.0         0.9         7.0 7.4 7.7 -0.5        0.2         0.1         

教育 162,382 161,527 160,532 -1.2        -0.5        -0.6        4.3 4.3 4.5 -0.1        -0.0        -0.0        

保健衛生・社会事業 452,433 465,052 460,002 0.2         2.8         -1.1        12.0 12.5 12.8 0.0         0.3         -0.1        

その他のサービス 156,879 150,779 131,700 -2.6        -3.9        -12.7      4.1 4.1 3.7 -0.1        -0.2        -0.5        

県内総生産 3,780,431 3,721,858 3,602,456 -0.1        -1.5        -3.2        100.0 100.0 100.0 -0.1        -1.5        -3.2        

(注)県内総生産は輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税が加算控除されているため、１次、２次、３次産業の合計は一致しない。

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)



 

 

 

 

実質県内総生産は、３兆 5,206 億円（前年度比 4.0％減）となった。 

県内総生産（生産側）の連鎖デフレーター（平成27暦年＝100）は、102.3となり、前年度（101.4）

を上回った。 

（注）デフレーターとは、名目価格から物価変動の影響を除いて実質価格を算出するために用いる価格指数で、参照年（平成

27 暦年）を 100 とする。 

 

図表－５  県内総生産（実質）の推移 

 

 

 

図表－６  連鎖デフレーターの推移 

 

 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度
農業 105,783 123,990 119,037 -10.2 17.2 -4.0 -0.3 0.5 -0.1
林業 14,345 14,922 13,687 -1.3 4.0 -8.3 0.0 0.0 0.0
水産業 18,107 16,588 14,062 15.1 -8.4 -15.2 0.1 0.0 -0.1
鉱業 1,593 1,519 1,411 -9.0 -4.6 -7.1 0.0 0.0 0.0
製造業 696,109 646,359 699,222 5.3 -7.1 8.2 0.9 -1.3 1.4
　食料品 192,390 173,347 163,557 4.0 -9.9 -5.6 0.2 -0.5 -0.3
　繊維 51,094 41,069 32,198 21.7 -19.6 -21.6 0.2 -0.3 -0.2
　パルプ・紙・紙加工品 12,507 12,519 9,160 -11.1 0.1 -26.8 0.0 0.0 -0.1
　化学 82,196 62,948 58,055 13.4 -23.4 -7.8 0.3 -0.5 -0.1
　石油・石炭製品 2,318 1,848 1,361 16.1 -20.3 -26.3 0.0 0.0 0.0
　窯業・土石製品 16,445 14,834 18,492 -6.8 -9.8 24.7 0.0 0.0 0.1
　一次金属 7,260 7,916 7,179 -5.1 9.0 -9.3 0.0 0.0 0.0
　金属製品 16,599 15,498 13,660 -3.8 -6.6 -11.9 0.0 0.0 0.0
　はん用・生産用・業務用機械 52,945 55,068 56,339 11.8 4.0 2.3 0.1 0.1 0.0
　電子部品・デバイス 91,034 86,953 93,458 12.2 -4.5 7.5 0.3 -0.1 0.2
　電気機械 17,399 19,369 27,151 -33.0 11.3 40.2 -0.2 0.1 0.2
　情報・通信機器 600 884 13,856 184.7 47.4 1,466.8 0.0 0.0 0.3
　輸送用機械 25,966 26,889 38,890 18.7 3.6 44.6 0.1 0.0 0.3
　印刷業 7,839 7,638 7,070 0.1 -2.6 -7.4 0.0 0.0 0.0
　その他の製造業 120,773 115,890 127,918 1.5 -4.0 10.4 0.0 -0.1 0.3
建設業 246,451 223,132 201,220 13.6 -9.5 -9.8 0.8 -0.6 -0.6
電気・ガス・水道・廃棄物処理業 119,287 118,554 105,270 1.3 -0.6 -11.2 0.0 0.0 -0.4
卸売・小売業 425,582 410,163 371,802 -1.6 -3.6 -9.4 -0.2 -0.4 -1.0
運輸・郵便業 178,979 181,095 144,137 -0.3 1.2 -20.4 0.0 0.1 -1.0
宿泊・飲食サービス業 102,302 88,003 51,986 -3.8 -14.0 -40.9 -0.1 -0.4 -1.0
情報通信業 120,908 117,242 121,392 2.3 -3.0 3.5 0.1 -0.1 0.1
金融・保険業 118,514 127,013 118,992 -4.9 7.2 -6.3 -0.2 0.2 -0.2
不動産業 333,226 334,377 332,782 -2.5 0.3 -0.5 -0.2 0.0 0.0
専門・科学技術・
業務支援サービス業

209,669 203,125 194,642 -3.1 -3.1 -4.2 -0.2 -0.2 -0.2

公務 260,692 266,693 271,752 -7.2 2.3 1.9 -0.5 0.2 0.1
教育 159,978 159,392 158,456 -1.4 -0.4 -0.6 -0.1 0.0 0.0
保健衛生・社会事業 448,103 461,373 454,887 0.7 3.0 -1.4 0.1 0.4 -0.2
その他のサービス 154,679 147,489 127,131 -2.8 -4.6 -13.8 -0.1 -0.2 -0.5
県内総生産（連鎖価格） 3,737,262 3,668,877 3,520,621 0.0 -1.8 -4.0 0.0 -1.8 -4.0 
開差 -8 -7 3 - - - - - - 

実数(百万円) 増加率(％) 増加寄与度(％)

(注)県内総生産（連鎖価格）は加法整合性がなく、輸入品に課される税・関税、総資本形成に係る消費税が加算控除されているため、各産業の合計は一致しない。また、
加法整合性の欠如により、構成比は表章されない。
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総生産に対する各産業の構成比は、第１次産業は 5.0％（前年度 4.9％）、第２次産業は 24.9％

（同 23.0％）、第３次産業は 69.6％（同 71.5％）であり、産業全体に占める第１次産業の割合

は全国と比べて高く、第２次産業及び第３次産業の割合は低くなっている。 

 

図表－７  産業別県内総生産（名目）の推移 

 

図表－８  産業別県内総生産（名目）構成比の推移と特化係数 
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(1) 第１次産業 

① 農業 

  農業は、名目で総生産 1,430 億円（前年度比 0.9％減）となり、２年ぶりの減少となった。 

 畜産、農業サービスは増加したものの、米麦、その他の耕種で減少した。 

 

 

図表－９  農業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－１０  農業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

 

 

 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

農業 130,684 144,269 143,042 -11.9 10.4 -0.9 100.0 100.0 100.0 -11.9   10.4    -0.9    

米麦 9,183 7,967 7,875 -5.8 -13.2 -1.2 7.0 5.5 5.5 -0.4    -0.9    -0.1    

その他の耕種 55,825 52,352 47,453 -4.7 -6.2 -9.4 42.7 36.3 33.2 -1.9    -2.7    -3.4    

畜産 58,226 76,466 80,037 -19.6 31.3 4.7 44.6 53.0 56.0 -9.6    14.0    2.5      

農業サービス 7,450 7,484 7,677 -0.7 0.5 2.6 5.7 5.2 5.4 -0.0    0.0      0.1      

増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)実数(百万円)

130 136 108 74 81 92 97 92 80 79 
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② 林業 

  林業は、名目で総生産 156 億円（前年度比 6.6％減）となり、２年連続の減少となった。 

 育林業は増加したものの、素材生産業で減少した。 

 

 

図表－１１  林業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－１２  林業総生産（名目）の推移２ 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

林業 16,713 16,673 15,575 1.5 -0.2 -6.6 100.0 100.0 100.0 1.5      -0.2    -6.6    

育林業 5,314 5,356 5,390 0.3 0.8 0.6 31.8 32.1 34.6 0.1      0.3      0.2      

素材生産業 11,399 11,316 10,185 2.1 -0.7 -10.0 68.2 67.9 65.4 1.4      -0.5    -6.8    

　うち狩猟業 302 308 268 -35.2 2.0 -13.0 1.8 1.8 1.7 -1.0    0.0      -0.2    

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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③ 水産業 

  水産業は、名目で総生産 213 億円（前年度比 1.0％減）となり、５年連続の減少となった。 

内水面漁業・養殖業は増加したものの、海面漁業・養殖業で減少した。 

 

 

図表－１３  水産業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－１４  水産業総生産（名目）の推移２ 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

水産業 22,522 21,536 21,310 -3.4 -4.4 -1.0 100.0 100.0 100.0 -3.4    -4.4    -1.0    

　海面漁業・養殖業 16,601 15,453 14,386 -4.1 -6.9 -6.9 73.7 71.8 67.5 -3.0    -5.1    -5.0    

　内水面漁業・養殖業 5,921 6,082 6,924 -1.5 2.7 13.8 26.3 28.2 32.5 -0.4    0.7      3.9      

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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(2) 第２次産業 

① 鉱業 

鉱業は、名目で総生産 15 億円（前年度比 4.4％減）となり、３年連続の減少となった。 

 

 

図表－１５  鉱業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－１６  鉱業総生産（名目）の推移２ 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

鉱業 1,601 1,528 1,460 -4.8 -4.6 -4.4

実数(百万円) 増加率(％)
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② 製造業 

  製造業は、名目で総生産 6,830 億円（前年度比 10.0％増）となり、２年ぶりの増加となっ

た。 

業種別にみると、情報・通信機器、輸送用機械など７業種で増加したものの、繊維、食料品

など８業種で減少した。 

本県製造業の構成比における特徴を全国＝1.0 とする特化係数でみると、繊維、情報・通信

機器、食料品、電子部品・デバイス、その他の製造業が全国を上回った。 

 

 

図表－１７  製造業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

製造業 667,424 620,996 682,988 3.1        -7.0      10.0      100.0 100.0 100.0 3.1     -7.0    10.0    

食料品 190,024 174,567 169,884 3.4        -8.1      -2.7      28.5 28.1 24.9 1.0     -2.3    -0.8    

繊維 50,408 41,779 33,171 21.0      -17.1    -20.6    7.6 6.7 4.9 1.4     -1.3    -1.4    

パルプ・紙・
紙加工品

11,959 13,214 10,543 -12.3    10.5      -20.2    1.8 2.1 1.5 -0.3    0.2     -0.4    

化学 74,708 55,959 52,794 6.5        -25.1    -5.7      11.2 9.0 7.7 0.7     -2.8    -0.5    

石油・石炭製品 2,481 1,982 1,753 18.3      -20.1    -11.6    0.4 0.3 0.3 0.1     -0.1    -0.0    

窯業・土石製品 17,157 16,022 20,434 -0.9      -6.6      27.5      2.6 2.6 3.0 -0.0    -0.2    0.7     

一次金属 8,028 8,789 8,170 -0.9      9.5        -7.0      1.2 1.4 1.2 -0.0    0.1     -0.1    

金属製品 17,349 16,854 15,328 -2.1      -2.9      -9.1      2.6 2.7 2.2 -0.1    -0.1    -0.2    

はん用・生産用・
業務用機械

52,329 54,342 55,819 10.6      3.8        2.7        7.8 8.8 8.2 0.8     0.3     0.2     

電子部品・デバイス 82,757 73,196 76,783 5.7        -11.6    4.9        12.4 11.8 11.2 0.7     -1.4    0.6     

電気機械 15,696 17,027 23,987 -33.7    8.5        40.9      2.4 2.7 3.5 -1.2    0.2     1.1     

情報・通信機器 -1,980 2,826 44,130 -290.4   242.7    1,461.5  -0.3 0.5 6.5 -0.2    0.7     6.7     

輸送用機械 24,108 24,370 35,541 16.0      1.1        45.8      3.6 3.9 5.2 0.5     0.0     1.8     

印刷業 8,060 7,898 7,610 -0.5      -2.0      -3.7      1.2 1.3 1.1 -0.0    -0.0    -0.0    

その他の製造業 114,339 112,170 127,041 -0.9      -1.9      13.3      17.1 18.1 18.6 -0.2    -0.3    2.4     

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)



 

 

 

 

図表－１８  製造業総生産（名目）の推移２ 

 
（※図表－１８の「機械」は、「はん用・生産用・業務用機械」「電気機械」「輸送用機械」の合計。） 

 

図表－１９  製造業（名目）の特化係数 
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③ 建設業 

  建設業は、名目で総生産 2,126 億円（前年度比 9.2％減）となり、２年連続の減少となった。 

 土木工事は、民間が減少したものの、公共が増加し、8.2％の増加となった。建築工事は公

共、民間ともに減少し、25.2％の減少となった。補修工事も 5.8％の減少となった。 

 

 

図表－２０  建設業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－２１  建設業総生産（名目）の推移２ 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

建設業 251,920 234,243 212,576 14.3    -7.0    -9.2    100.0 100.0 100.0 14.3 -7.0 -9.2

土木工事 87,967 81,563 88,211 16.8    -7.3    8.2      34.9 34.8 41.5 5.7 -2.5 2.8

公共土木 70,342 62,547 70,305 16.8    -11.1   12.4    27.9 26.7 33.1 4.6 -3.1 3.3

民間土木 17,312 18,700 17,574 17.1    8.0      -6.0    6.9 8.0 8.3 1.1 0.6 -0.5

建築工事 109,530 100,203 74,919 13.3    -8.5    -25.2   43.5 42.8 35.2 5.8 -3.7 -10.8

公共建築 14,535 13,957 13,197 17.6    -4.0    -5.4    5.8 6.0 6.2 1.0 -0.2 -0.3

民間建築 94,575 85,811 61,250 12.7    -9.3    -28.6   37.5 36.6 28.8 4.8 -3.5 -10.5

補修工事 54,423 52,477 49,445 12.5    -3.6    -5.8    21.6 22.4 23.3 2.7 -0.8 -1.3

※土木工事、建築工事において、公共・民間の他にソフトウェア等の額が加算される。

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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(3) 第３次産業 

① 電気・ガス・水道・廃棄物処理業 

  電気・ガス・水道・廃棄物処理業は、名目で総生産 1,098 億円（前年度比 7.5％減）となり、

８年ぶりの減少となった。 

 ガス・水道・廃棄物処理業は増加したものの、電気業が減少した。 

 

 

図表－２２  電気・ガス・水道・廃棄物処理業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

 

図表－２３  電気・ガス・水道・廃棄物処理業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

 

 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

電気・ガス・水道・
廃棄物処理業

118,470 118,631 109,771 2.3      0.1      -7.5    100.0 100.0 100.0 2.3      0.1      -7.5    

電気業 46,549 47,024 38,043 4.4      1.0      -19.1   39.3 39.6 34.7 1.7      0.4      -7.6    

ガス・水道・廃棄物処理業 71,921 71,607 71,728 1.0      -0.4    0.2      60.7 60.4 65.3 0.6      -0.3    0.1      

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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② 卸売・小売業 

   卸売・小売業は、名目で総生産 3,940 億円（前年度比 6.8％減）となり、３年連続の減少と

なった。 

  卸売業、小売業ともに減少した。 

 

 

図表－２４  卸売・小売業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－２５  卸売・小売業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

卸売・小売業 433,017 422,539 393,952 -1.0 -2.4 -6.8 100.0 100.0 100.0 -1.0    -2.4    -6.8    

卸売業 161,686 153,107 137,926 1.2 -5.3 -9.9 37.3 36.2 35.0 0.4      -2.0    -3.6    

小売業 271,331 269,431 256,025 -2.3 -0.7 -5.0 62.7 63.8 65.0 -1.4    -0.4    -3.2    

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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③ 運輸・郵便業 

   運輸・郵便業は、名目で総生産 1,565 億円（前年度比 17.9％減）となり、２年ぶりの減少

となった。 

全体の約８割を占める道路運送業等が減少した。 

 

 

図表－２６  運輸・郵便業総生産（名目）の推移１ 

 
 

 

図表－２７  運輸・郵便業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

運輸・郵便業 184,758 190,647 156,535 2.1      3.2      -17.9   100.0 100.0 100.0 2.1      3.2      -17.9   

運輸業 172,612 178,391 144,190 2.0      3.3      -19.2   93.4 93.6 92.1 1.9      3.1      -17.9   

鉄道業 2,829 2,742 1,173 -1.4    -3.1    -57.2   1.6 1.5 0.8 -0.0    -0.0    -0.8    

道路運送業 127,591 133,355 114,131 2.2      4.5      -14.4   73.9 74.8 79.2 1.5      3.1      -10.1   

水運業 3,414 3,580 3,998 -15.8   4.9      11.7    2.0 2.0 2.8 -0.4    0.1      0.2      

航空運輸業 5,068 4,518 420 2.1      -10.9   -90.7   2.9 2.5 0.3 0.1      -0.3    -2.1    

その他の運輸業 33,712 34,196 24,469 3.9      1.4      -28.4   19.5 19.2 17.0 0.7      0.3      -5.1    

郵便業 12,146 12,256 12,345 3.9      0.9      0.7      6.6 6.4 7.9 0.3      0.1      0.0      

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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④ 宿泊・飲食サービス業 

  宿泊・飲食サービス業は、名目で総生産 567 億円（前年度比 41.2％減）となり、３年連続

の減少となった。 

飲食サービス業、旅館・その他の宿泊業ともに減少した。 

 

 

図表－２８ 宿泊・飲食サービス業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－２９ 宿泊・飲食サービス業総生産（名目）の推移２ 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

宿泊・飲食サービス業 108,145 96,285 56,657 -3.1    -11.0   -41.2   100.0 100.0 100.0 -3.1    -11.0   -41.2   

　飲食サービス業 80,444 73,784 49,213 -1.0    -8.3    -33.3   74.4 76.6 86.9 -0.7    -6.2    -25.5   

　旅館・その他の宿泊業 27,701 22,501 7,445 -8.7    -18.8   -66.9   25.6 23.4 13.1 -2.4    -4.8    -15.6   

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)

702 657 669 707 699 
779 812 804 

738 

492 

308 
275 298 279 293 

311 303 277 

225 

74 

0

500

1,000

1,500

平成23 24 25 26 27 28 29 30 令和元 ２

(億円)

(年度)

飲食サービス業 旅館・その他の宿泊業



 

 

 

⑤ 情報通信業 

情報通信業は、名目で総生産 1,124 億円（前年度比 2.1％増）となり、４年ぶりの増加とな

った。 

全体の約６割を占める電信・電話業が増加した。 

 

 

図表－３０  情報通信業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－３１  情報通信業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

情報通信業 115,291 110,158 112,422 -0.1    -4.5    2.1      100.0 100.0 100.0 -0.1    -4.5    2.1      

電信・電話業 73,072 69,635 74,720 0.7      -4.7    7.3      63.4 63.2 66.5 0.5      -3.0    4.6      

放送業 13,291 13,116 12,780 0.7      -1.3    -2.6    11.5 11.9 11.4 0.1      -0.2    -0.3    

情報サービス業 22,383 21,208 19,371 -2.1    -5.2    -8.7    19.4 19.3 17.2 -0.4    -1.0    -1.7    

映像・音声・文字情報制作業 6,544 6,200 5,552 -3.1    -5.3    -10.5   5.7 5.6 4.9 -0.2    -0.3    -0.6    

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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⑥ 金融・保険業 

   金融・保険業は、名目で総生産 1,127 億円（前年度比 10.6％減）となり、２年ぶりの減少

となった。 

  金融業、保険業ともに減少した。 

 

 

図表－３２ 金融・保険業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－３３ 金融・保険業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

  

30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度 30年度 元年度 2年度

金融・保険業 116,663 126,139 112,715 -3.6    8.1      -10.6   100.0 100.0 100.0 -3.6    8.1      -10.6   

金融業 58,469 59,229 56,403 1.1      1.3      -4.8    50.1 47.0 50.0 0.5      0.7      -2.2    

保険業 58,194 66,910 56,312 -7.8    15.0    -15.8   49.9 53.0 50.0 -4.1    7.5      -8.4    

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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⑦ 不動産業 

   不動産業は、名目で総生産 3,311 億円（前年度比 0.2％増）となり、３年ぶりの増加となっ

た。 

全体の約９割を占める住宅賃貸業（※持家の帰属家賃を含む。）が増加した。 

 

 

図表－３４  不動産業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－３５  不動産業総生産（名目）の推移２ 

 
 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

不動産業 330,757 330,616 331,129 -3.2    -0.0    0.2      100.0 100.0 100.0 -3.2    -0.0    0.2      

　住宅賃貸業 298,720 300,033 303,137 -2.5    0.4      1.0      90.3 90.7 91.5 -2.2    0.4      0.9      

　不動産仲介業 13,625 12,986 12,527 -8.6    -4.7    -3.5    4.1 3.9 3.8 -0.4    -0.2    -0.1    

　不動産賃貸業 18,413 17,597 15,465 -9.6    -4.4    -12.1   5.6 5.3 4.7 -0.6    -0.2    -0.6    

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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⑧ 専門・科学技術、業務支援サービス業 

専門・科学技術、業務支援サービス業は、名目で総生産 2,061 億円（前年度比 3.4％減）と

なり、４年連続の減少となった。 

全体の約８割を占めるその他の対事業所サービスや物品賃貸サービス等で減少した。 

 

 

図表－３６  専門・科学技術、業務支援サービス業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－３７ 専門・科学技術、業務支援サービス業総生産（名目）の推移２ 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

専門・科学技術、
業務支援サービス

218,616 213,418 206,123 -0.6    -2.4    -3.4    100.0 100.0 100.0 -0.6    -2.4    -3.4    

　研究開発サービス 250 216 147 -8.1    -13.6   -31.9   0.1 0.1 0.1 -0.0    -0.0    -0.0    

　広告業 6,250 5,993 4,964 1.4      -4.1    -17.2   2.9 2.8 2.4 0.0      -0.1    -0.5    

　物品賃貸サービス業 22,388 20,993 18,572 -9.1    -6.2    -11.5   10.2 9.8 9.0 -1.0    -0.6    -1.1    

　その他の対事業所
　サービス

183,740 180,015 175,337 0.5      -2.0    -2.6    84.0 84.3 85.1 0.4      -1.7    -2.2    

　獣医業 5,719 5,932 6,822 -0.2    3.7      15.0    2.6 2.8 3.3 -0.0    0.1      0.4      

　(非営利)自然・
　人文科学研究機関

270 269 281 -3.9    -0.4    4.5 0.1 0.1 0.1 -0.0    -0.0    0.0

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)
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⑨ 公務 

公務は、名目で総生産 2,760 億円（前年度比 0.9％増）となり、２年連続の増加となった。 

 

 

図表－３８  公務の総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－３９  公務の総生産（名目）の推移２ 

 

   

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

公務 265,511 273,603 275,972 -6.3 3.0 0.9

実数(百万円) 増加率(％)

2,620 2,515 
2,349 2,460 2,549 2,524 
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⑩ 教育 

   教育は、名目で総生産 1,605 億円（前年度比 0.6％減）となり、３年連続の減少となった。 

全体の約８割を占める(政府)教育や教育で減少した。 

 

 

図表－４０ 教育の総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－４１ 教育の総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

教育 162,382 161,527 160,532 -1.2    -0.5    -0.6    100.0 100.0 100.0 -1.2    -0.5    -0.6    

　教育 6,745 6,635 5,913 -3.7    -1.6    -10.9   4.2 4.1 3.7 -0.2    -0.1    -0.4    

　(政府)教育 130,285 129,507 128,184 -0.3    -0.6    -1.0    80.2 80.2 79.8 -0.2    -0.5    -0.8    

　(非営利)教育 25,353 25,386 26,434 -4.6    0.1      4.1      15.6 15.7 16.5 -0.8    0.0      0.6      

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)

91 87 78 71 67 67 70 67 66 59 
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⑪ 保健衛生・社会事業 

保健衛生・社会事業は、名目で総生産 4,600 億円（前年度比 1.1％減）となり、３年ぶりの

減少となった。 

全体の約６割を占める医療・保健で減少した。 

  

 

図表－４２  保健衛生・社会事業総生産（名目）の推移１ 

 

 

 

図表－４３ 保健衛生・社会事業総生産（名目）の推移２ 

 

 

 

  

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

保健衛生・社会事業 452,433 465,052 460,002 0.2      2.8      -1.1    100.0 100.0 100.0 0.2      2.8      -1.1    

医療・保健 295,762 304,093 290,032 1.0      2.8      -4.6    65.4 65.4 63.1 0.6      1.8      -3.0    

介護 78,322 79,894 82,554 0.5      2.0      3.3      17.3 17.2 17.9 0.1      0.3      0.6      

(政府)保健衛生、社会福祉 43,066 43,663 44,550 2.0      1.4      2.0      9.5 9.4 9.7 0.2      0.1      0.2      

(非営利)社会福祉 35,283 37,403 42,866 -7.9    6.0      14.6    7.8 8.0 9.3 -0.7    0.5      1.2      

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)

2,614 2,676 2,734 2,759 2,930 2,972 2,929 2,958 3,041 2,900 
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⑫ その他のサービス 

その他のサービスは、名目で総生産 1,317 億円（前年度比 12.7％減）となり、３年連続の

減少となった。 

構成比の大きい娯楽業や、洗濯・理容・美容・浴場業等が減少した。 

 

 

図表－４４  その他のサービスの総生産（名目）の推移１ 

 

 

図表－４５ その他のサービスの総生産（名目）の推移２ 

 

30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度 30年度 元年度 ２年度

その他のサービス 156,879 150,779 131,700 -2.6    -3.9    -12.7   100.0 100.0 100.0 -2.6    -3.9    -12.7   

　自動車整備・
　機械修理業

20,462 19,903 20,979 4.8      -2.7    5.4      13.0 13.2 15.9 0.6      -0.4    0.7      

　会員制企業団体 5,962 7,879 7,758 -22.3   32.2    -1.5    3.8 5.2 5.9 -1.1    1.2      -0.1    

　娯楽業 50,684 45,877 35,036 -1.3    -9.5    -23.6   32.3 30.4 26.6 -0.4    -3.1    -7.2    

　洗濯・理容・
　美容・浴場業

26,856 25,141 19,253 -3.9    -6.4    -23.4   17.1 16.7 14.6 -0.7    -1.1    -3.9    

　その他の対個人
　サービス業

33,251 31,507 25,897 -2.3    -5.2    -17.8   21.2 20.9 19.7 -0.5    -1.1    -3.7    

　(政府)社会教育 6,404 6,361 7,323 -1.1    -0.7    15.1    4.1 4.2 5.6 -0.0    -0.0    0.6      

　(非営利)社会教育 634 684 597 -29.3   7.9      -12.7   0.4 0.5 0.5 -0.2    0.0      -0.1    

　(非営利)その他 12,626 13,427 14,857 -4.6    6.3      10.7    8.0 8.9 11.3 -0.4    0.5      0.9      

実数(百万円) 増加率(％) 構成比(％) 増加寄与度(％)

132 136 144 161 174 186 195 205 199 210 
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